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議案第１２号 

   平成３０年度銚子市国民健康保険事業特別会計予算 

 平成３０年度銚子市の国民健康保険事業特別会計の予算は、次に定めるところによ

る。 

 （歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ８，５４４，０００千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」

による。 

 （歳出予算の流用） 

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２２０条第２項ただし書の規定に

より歳出予算の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定

める。 

⑴ 各項に計上した給料、職員手当等及び共済費（賃金に係る共済費を除く。）に

係る予算額に過不足を生じた場合における同一款内でのこれらの経費の各項の間

の流用 

⑵ 保険給付費の各項に計上した予算額に過不足を生じた場合における同一款内で

のこれらの経費の各項の間の流用 

平成３０年２月２６日提出 

                                                 銚子市長 越 川 信 一 

 



第 算

1. 一 部 負 担 金 2

－

3. 使 用 料 及 び

2

手 数 料 3

1

7

. 手 数 料 3

2

6. 県 支 出 金 5,83

－

3,584

歳

1. 県 負 担 金 ・ 補 助 金

　

5,833,584

入

7. 財 産 収 入 1

1. 財 産

１

運 用 収 入 1

8. 繰 入 金 723,945

1. 一 般 会 計 繰 入 金 723,945

10

（

. 諸 収 入 29,611

単

1. 延滞金

位

、加算金及び過料 2,

 

610

2.

千

受 託 事 業 収 入 18,0

表

円

49

3. 雑

）

入 8,952

款

歳 入 合 計 8,544

項

,000

－273－

金

歳　出 （

額

単位 千円）

款 項 金 額

1. 総 務 費 151,411

1. 総 務 管 理 費 89,947

　

2. 徴 収 費 61,26

1

9

3. 運 営

.

協 議 会 費 195

国

2. 保 険 給 付 費 5

民

,798,518

健

1. 療 養 諸 費 5

康

,060,816

保

2. 高 額 療 養 費

険

699,596

料

4. 出 産 育 児 諸 費

歳

1

30,256

,

5. 葬 祭 諸 費 7,8

9

50

3. 国

5

民健康保険事業費納付

6

金 2,375,433

,

1. 医 療 給

8

付 費 分 1,577,0

5

15

2. 後

4

期高齢者支援金等分 551,168

入

3. 介 護 納 付 金 分 247,250

4. 共 同 事 業 拠 出 金 2

1. 共 同

1

事 業 拠 出 金 2

.

6. 保 健 事 業 費 82

国

,341

1

民

. 特定健康診査等事業

健

費 66,932

康

2. 保 健 事 業 費 1

歳

保

5,409

険

7. 基 金 積 立 金 118

料

,475

1

1

. 基 金 積 立 金 118,

,

475

8.

9

諸 支 出 金 7,820

5

1. 償還金及

6

び還付加算金 7,82

,

0

9. 予 備

8

費 10,000

出

5

1. 予 備 費 10,

4

000

歳 出 合 計 8,544,000

2. 一

予

部 負 担 金 2
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国 民 会

956,854 2,0

計

77,082 △120

歳

,228 22.9

入

2. 一 部 負

歳

担 金 2 2 0 0.0

出

3. 使 用 料

予

及 び 手 数 料 3 3 0 0.

算

0

△ 国

事

庫 支 出 金 2,020,

項

364 △2,020,

健
別

364 -

明

△ 療 養 給 付 費 等 交 付

細

金 91,229 △91

書

,229 -

（

6. 県 支 出 金 5,

当

833,584 557

　

,576 5,276,

初

008 68.3

）

7. 財 産 収 入

1

1 1 0 0.0

康

.

8. 繰 入 金 72

総

3,945 768,8

　

43 △44,898 8

括

.5

1

（

0. 諸 収 入 29,61

歳

1 33,399 △3,

　

788 0.3

入

△ 前 期 高 齢 者 交

）

付 金 2,373,14

（

6 △2,373,14

保

単

6 -

△

位

共 同 事 業 交 付 金 2,3

 

46,355 △2,3

千

46,355 -

円

歳 入 合 計 8

）

,544,000 10,268,000 △1,724,000 100.0

険

款 本年度予算

事

額 前年度予算額 比 較  

業

割 合 (％)

－275

特

－

1

別

. 国 民 健 康 保 険 料 1,



（歳 円

1. 総 務 費

）

151,411 149,841 1,570 1.8 1,394 150,017

2. 保 険 給 付 費 5,798,518 5,801,703 △3,185 67.9 5,748,83

　

4 20,160 29,524

3. 国 民 健 康 保 険 事 業 費 納 付 金 2,375,433 2,375,433 27.8 19,064 553,820 1,802,549

本

4. 共

出

年

同 事 業 拠 出 金 2 2,4

度

70,847 △2,4

予

70,845 0.0 2

算 額

6. 保 健 事 業 費

の

82,341 79,6

財

83 2,658 0.9

源

64,292 18,0

内

49

訳

7. 基 金 積

）

款

立 金 118,475 1

本

118,474 1.4

年

1 118,474

度予

8. 諸 支 出 金 7,8

算

20 6,271 1,5

額

49 0.1 7,820

前年

9. 予 備 費 10

度

,000 10,000

（

予

0 0.1 10,000

算額

△ 後 期 高 齢 者 支

比

援 金 1,230,43

較

0 △1,230,43

 

0 -

割

△ 前 期 高 齢

 

者 納 付 金 932 △93

合

2 -

(

△ 老 人 保 健

単

％

拠 出 金 41 △41 -

) 特

△ 介 護 納 付 金 51

定

8,251 △518,

財

251 -

源

歳

一

出 合 計 8,544,0

般

00 10,268,0

財

00 △1,724,0

源

00 100.0 5,8

位

国

33,584 742,

県

047 1,968,3

支

69

出 金 地 方 債 そ の

 

他

－276－ －277

千

－



182 △85,175 1. 医 療 給 付 費 分 1,318,692 医療給付費分現年分

国 民 健 康 保 険 料 現 年 分

2.

2. 後期高齢

歳

者支援金 386,75

　

3 後期高齢者支援金現

入

年分

（

現 年 分

款）

3. 介 護 納 付 金

1

分 175,890 介護

.

納付金分現年分

国

現 年 分

民健

4.

康

医 療 給 付 費 分 45,9

保

71 医療給付費分滞納

険

繰越分

料

滞 納 繰 越 分

（項

5. 後期

）

高齢者支援金 11,9

1

80 後期高齢者支援金

.

滞納繰越分

国

滞 納 繰 越 分

民健

6.

康

介 護 納 付 金 分 5,72

保

1 介護納付金分滞納繰

険

越分

料

滞 納 繰 越 分

（単

2. 退 職

位

被 保 険 者 等 11,84

 

7 46,900 △35

千

,053 1. 医 療 給 付

円

費 分 6,254 医療給

）

付費分現年分

節

国 民 健 康 保

目

険 料 現 年 分

本 年

2. 後期高齢

度

者支援金 1,703 後

前

期高齢者支援金現年分

年

現

度

年 分

比 較

3. 介 護 納 付 金 分 2

説

,731 介護納付金分

明

現年分

区

現 年 分

分 金

4. 医 療 給 付

額

費 分 669 医療給付費分滞納繰越分

滞 納 繰 越 分

5. 後期高齢者支援金 194 後期高齢者支援金滞納繰越分

滞 納 繰 越 分

1

6.

.

介 護 納 付 金 分 296 介

一

護納付金分滞納繰越分

般

滞

被

納 繰 越 分

保 険

計 1,956,

者

854 2,077,0

1

82 △120,228

,

－278－  －279

9

－

45,007 2,030,



部 負 担 金

2. 退 職 被 保 険 者 等 1 1 0 1. 現 年 分 1 一部負担金

一 部 負 担

（

金

款）

計 2 2 0

2

（款） 3.

.

使用料及び手数料 （項

一

） 1.手数料

部

1. 手 数 料

負

3 3 0 1. 手 数 料 3 証

担

明手数料

金 （

（款） △

項

国庫支出金 （項） △国

）

庫負担金

1

△ 療養給付費等

.

負担金 1,602,8

一

57 △1,602,8

部

57

負担

△ 高額医療費共同

金

事業 69,554 △6

（

9,554

単

負 担 金

位 

△ 特定

千

健康診査等負担金 9,

円

244 △9,244

）

節

計 1

目

,681,655 △1

本

,681,655

年

（

度

款） △国庫支出金 （項

前

） △国庫補助金

年

△ 財 政 調

度

整 交 付 金 326,93

比

7 △326,937

較 説

△

明

国民健康保険制度関係

区

11,772 △11,

分

772

金

業務準備事業費補

額

助金

計 338,709 △338,709

（款） △療養給付費等交付金 （項） △療養給付費等交付金

△ 療養給付費等交付金 91,229 △

1

91,229

.

－28

一

0－  －281－

般 被 保 険 者 1 1 0 1. 現 年 分 1 一部負担金

一



. 保険給付費等交付金 5,748,834 保険給付費等交付金（普通交付金）

（ 普 通 交 付 金 ）

（款

2. 保険給付費等交付

）

金 84,750 保険者

6

努力支援分交付金 10

.

,515

県

（ 特 別 交 付 金 ）

支

特別調整交付金分交付

出

金 5,336

金

県繰入金交

（

付金 47,589

項

特定健

）

康診査等負担金交付金

1

21,310

.県

（款

負

） 6.県支出金 （項）

担

△県負担金

金

△ 高額医療費

・

共同事業 69,554

補

△69,554

助

負 担 金

金
（

△

単

特定健康診査等負担金

位

9,244 △9,24

 

4

千円

計 78,798 △78

）

,798

節

（款） 6.

目

県支出金 （項） △県補

本

助金

年

△ 財 政 調 整 交 付 金 4

度

78,778 △478

前

,778

年 度

（款） 7

比

.財産収入 （項） 1.

較

財産運用収入

説

1. 利 子 及

明

び 配 当 金 1 1 0 1. 財

区

政調整基金利子 1 国民

分

健康保険事業財政調整

金

基金利子収入

額

（款） 8.繰入金 （項） 1.一般会計繰入金

1. 一 般 会 計 繰 入 金 723,945 768,843 △44,898 1. 保険基盤安定繰入金 448,536 保険基盤安

1

定繰入金（保険料軽減

.

分） 284,360

保

保険

険

基盤安定繰入金（保険

給

者支援分） 164,1

付

76

費等

2. 事 務 費 等 繰 入 金

交

275,409 出産育

付

児一時金等繰入金 20

金

,160

5

財政安定化支援

,

事業繰入金 105,2

8

84

3

職員給与費等繰入金

3

149,965

,

－2

5

82－  －283－

84 5,833,584 1



0 一般被保険者延滞金 2,500

退職被保険者等延滞金 100

2. 加

（

算 金 10 10 1. 加 算

款

金 10 一般被保険者加

）

算金

10

計 2,610 2,6

.

50 △40

諸

（款）1

収

0.諸収入 （項） 2.

入

受託事業収入

（

1. 受 託 事

項

業 収 入 18,049 2

）

2,746 △4,69

1

7 1. 特 定 健 康 診 査 等

.

18,049 特定健康

延

診査等受託料

滞

受 託 料

金、加

（款）10.諸収入 （

算

項） 3.雑入

金

1. 雑 入 8

及

,952 8,003 9

び

49 1. 雑 入 8,95

過

2 一般被保険者第三者

料

納付金 6,000

（

一般被

単

保険者返納金現年分 2

位

,696

 

一般被保険者返

千

納金滞納繰越分 120

円

退

）

職被保険者等返納金現

節

年分 20

目

雇用保険料被保

本

険者負担金収入 49

年

その

度

他諸収入 67

前 年

（款

度

） △前期高齢者交付金

比

（項） △前期高齢者交

較

付金

説

△ 前 期 高 齢 者 交 付 金

明

2,373,146 △

区

2,373,146

分 金 額

（款） △共同事業交付金 （項） △共同事業交付金

△ 共 同 事 業 交 付 金 219,510 △219,510

△ 保険財政共同安定化 2,126,845 △2,126

1

,845

.

事 業 交 付 金

延 滞

計 2,

金

346,355 △2,

2

346,355

－28

,

4－  －285－

600 2,650 △50 1. 延 滞 金 2,60



1. 一般管理費 87,397 94,073 △6,676 1,394 86,003 2. 給 料 29,208 一般職　７人分

3. 職員手当等 17,472 扶養手当 516

3.

住居手当 324

歳　

通勤手当 456

出

（

時間外勤務手当 4,

款

723

）

管理職手

1

当 611

.

期末手

総

当 6,447

務

勤

費

勉手当 4,395

（項）

4. 共 済 費

1

8,964 共済組合負

.

担金 8,301

総務

公務災害負担金 82

管理

労働保険料 32

費
（

社会保険料 549

単位 

9. 旅

千

費 25 普通旅費

円）

本

11. 需 用 費

年

597 消耗品費 168

度 の

印刷製本費 42

財

9

源 内

12

　

. 役 務 費 6,793 通

訳

信運搬費

節

目 本

13. 委 託 料 13,

年

274 機械等保守管理

度

委託料

前

業務委託

年

料

度 比

14

較

. 使用料及び 675 物

特

品借上料 648

定 財

賃 借 料 有料道路通行料

源

等 27

説 明

一

19. 負担金、補助 1

般

0,389 負担金

財源

及び交付金

区 分 金

2. 連合会負

額

担金 2,550 2,6

国

58 △108 2,55

県

0 19. 負担金、補助

支

2,550 負担金

出金

及び交付金

地 方

計 89,

債

947 96,731 △

そ

6,784 1,394

の

88,553

 －28

他

7－－286－



1. 賦課徴収費 61,269 52,915 8,354 61,269 1. 報 酬 9,785 非常勤職員報酬

2. 給 料 22,742 一般職　６人分

（

3.

款

職員手当等 11,77

）

7 扶養手当 396

1.

通勤手当 270

総務

時間外勤務手当 2,

費

916

（

期末手当

項

4,879

）

勤勉

2

手当 3,316

.徴収

4. 共 済 費 9

費

,768 共済組合負担

（

金 7,636

単

労

位

働保険料 121

 千

社会保険料 2,011

円）

本

11.

年

需 用 費 1,183 消耗

度

品費 67

の

印刷製

財

本費 1,116

源 内 　

12. 役 務 費

訳

5,578 通信運搬費

節

3,000

目

手数

本

料 2,578

年 度 前

13. 委 託 料 3

年

36 業務委託料

度 比 較

19. 負担金

特

、補助 100 負担金

定 財

及び交付金

源 説

計 61

明

,269 52,915

一

8,354 61,26

般

9

財

（款）

源

1.総務費 （項） 3.

区

運営協議会費

分

1

金

. 運営協議会費 195

額

195 0 195 1. 報

国

酬 195 委員報酬

県支

計 1

出

95 195 0 195

 

金

－289－－288－

地 方 債 そ の 他



596

（款） 2.保険給付費 （項） 4.出産育児諸費

1.

1. 出 産 育 児 3

一

0,256 31,09

般

6 △840 20,16

被

0 10,096 12.

保

役 務 費 16 手数料

険者

一 時 金

4

 

,

－291－－290－

952,612 4,918,180 34,432 4,952,612 19. 負担金、補助 4,952,612 負担金

療養給付費 及び交付金

（

2. 退

款

職被保険者 32,64

）

3 76,612 △43

2

,969 32,643

.

19. 負担金、補助 3

保

2,643 負担金

険給

等療養給付費 及び交

付

付金

費 （項

3. 一般被保険者 63

）

,608 57,504

1

6,104 63,60

.

8 19. 負担金、補助

療

63,608 交付金

養諸

療 養 費 及び交付金

費
（単

4.

位

退職被保険者 375 1

 

,462 △1,087

千

375 19. 負担金、

円

補助 375 交付金

）

本

等 療 養 費 及び交付金

年 度 の

5.

財

審 査 支 払 11,578

源

13,164 △1,5

内

86 11,578 12

　

. 役 務 費 11,578

訳

手数料

節

手 数 料

目 本

計

年

5,060,816 5

度

,066,922 △6

前

,106 5,049,

年

238 11,578

度 比

（款） 2.

較

保険給付費 （項） 2.

特

高額療養費

定

1.

財

一般被保険者 695,

源

224 682,540

説

12,684 695,

明

224 19. 負担金、

一

補助 695,224 交

般

付金

財

高額療養費

源

及び交付金

区 分 金

2. 退職被保険

額

者 4,172 12,9

国

05 △8,733 4,

県

172 19. 負担金、

支

補助 4,172 交付金

出金

等高額療養費 及

地

び交付金

方 債 そ

3. 一般被保険者

の

200 190 10 20

他

0 19. 負担金、補助 200 交付金

高額介護合算 及び交付金

療 養 費

計 699,596 695,635 3,961 699,



19. 負担金、補助 30,240 交付金

及び交付金

計 30,256 31,096 △840 20,160 10,096

（款）

（

2.保険給付費 （項）

款

5.葬祭諸費

）

1

2

. 葬 祭 費 7,850 8

.

,050 △200 7,

保

850 19. 負担金、

険

補助 7,850 交付金

給付

及び交付金

費 （

計 7

項

,850 8,050 △

）

200 7,850

4.

（款） 3.国

出

民健康保険事業費納付

産

金 （項） 1.医療給付

育

費分

児

1. 一般被

諸

保険者 1,572,4

費

90 1,572,49

（

0 19,064 397

単

,597 1,155,

位

829 19. 負担金、

 

補助 1,572,49

千

0 負担金

円

医療給

）

付費分 及び交付金

本 年 度

2. 退職

の

被保険者 4,525 4

財

,525 4,525 1

源

9. 負担金、補助 4,

内

525 負担金

　

等

訳

医 療 及び交付金

節

目

給 付 費 分

本 年

計 1,577

度

,015 1,577,

前

015 19,064 3

年

97,597 1,16

度

0,354

比 較

（款） 3.国民健康

特

保険事業費納付金 （項

定

） 2.後期高齢者支援

財

金等分

源

1. 一般

説

被保険者 549,33

明

5 549,335 11

一

2,041 437,2

般

94 19. 負担金、補

財

助 549,335 負担

源

金

区

後期高齢者 及

分

び交付金

金

支援金

額

等分

国県支

2. 退職被保険者 1,

出

833 1,833 1,

金

833 19. 負担金、

地

補助 1,833 負担金

方 債

等後期高齢者 及

そ

び交付金

の

支援金

他

等分

計 551,168 551,168 112,041 439,127

 －293－－292－



1. 介護納付金分 247,250 247,250 44,182 203,068 19. 負担金、補助 247,250 負担金

及び交付金

計 247,

（

250 247,250

款

44,182 203,

）

068

3

（

.

款） 4.共同事業拠出

国

金 （項） 1.共同事業

民

拠出金

健

1. その

康

他共同 2 3 △1 2 19

保

. 負担金、補助 2 負担

険

金

事

事業拠出金 及

業

び交付金

費納付

△ 高額医療費 27

金

8,219 △278,

（

219

項

共 同 事 業

） 3

拠 出 金

.介護

△ 保 険 財 政 2

納

,192,625 △2

付

,192,625

金分

共同安定化

（

事

単

業拠出金

位 

計 2 2,47

千

0,847 △2,47

円

0,845 2

）

本

（款） 6.保健事

年

業費 （項） 1.特定健

度

康診査等事業費

の 財

1. 特定健康診査 66

源

,932 62,525

内

4,407 48,88

　

3 18,049 8. 報

訳

償 費 50 報償金

節

目

等 事 業 費

本 年 度

11. 需 用 費 820

前

消耗品費 160

年 度

印刷製本費 660

比 較 特

12. 役 務

定

費 4,308 通信運搬

財

費 2,673

源

手

説

数料 1,635

明

一般

13. 委 託 料

財

61,745 業務委託

源

料

区 分

14

金

. 使用料及び 9 有料道

額

路通行料等

国

賃 借

県

料

支

 －29

出
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金 地 方 債 そ の 他



計 66,932 62,525 4,407 48,883 18,049

（款） 6.保健事業費 （項） 2.保健事業費

1. 保 健 衛 生 15,409 17

（

,158 △1,749

款

15,409 11. 需

）

用 費 509 印刷製本費

6.

普 及 費

保健事

12. 役 務 費 2

業

,030 通信運搬費

費 （項

13. 委

）

託 料 606 業務委託料

1.特

19.

定

負担金、補助 12,2

健

64 交付金

康

及び

診

交付金

査等

計 15,409

事

17,158 △1,7

業

49 15,409

費
（

（款） 7.基

単

金積立金 （項） 1.基

位

金積立金

 

1. 財

千

政調整基金 118,4

円

75 1 118,474

）

1 118,474 25

本

. 積 立 金 118,47

年

5 国民健康保険事業財

度

政調整基金積立金

の 財

積 立 金

源 内

計 118,4

　

75 1 118,474

訳

1 118,474

節

目

（款） 8.諸

本

支出金 （項） 1.償還

年

金及び還付加算金

度 前

1. 一般被保険者 7

年

,190 5,841 1

度

,349 7,190 2

比

3. 償還金、利子 7,

較

190 還付金

特

保

定

険料還付金 及び割引料

財 源 説

2.

明

退職被保険者 400 2

一

00 200 400 23

般

. 償還金、利子 400

財

還付金

源

等 保 険 料

区

及び割引料

分

還 付

金

金

額

 －29

国
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県支出金 地 方 債 そ の 他



6. 一般被保険者 200 200 0 200 23. 償還金、利子 200 還付加算金

保 険 料 及び割引料

還付加算金

（

7. 退職被保険者 3

款

0 30 0 30 23. 償

）

還金、利子 30 還付加

8

算金

.

等 保 険 料 及

諸

び割引料

支

還付加

出

算金

金 （

計 7,820 6,

項

271 1,549 7,

）

820

1

（

.

款） 9.予備費 （項）

償

1.予備費

還

1.

金

予 備 費 10,000 1

及

0,000 0 10,0

び

00

還付

計 10,000 1

加

0,000 0 10,0

算

00

金

（款

（

） △後期高齢者支援金

単

（項） △後期高齢者支

位

援金

 

△ 後期高齢

千

者 1,230,348

円

△1,230,348

）

本

支 援 金

年 度 の

△ 後期高齢者

財

82 △82

源

関係

内

事務費

　

拠 出 金

訳 節

計

目

1,230,430 △

本

1,230,430

年 度

（款） △前

前

期高齢者納付金 （項）

年

△前期高齢者納付金

度 比

△ 前期高齢者 85

較

2 △852

特

納 付

定

金

財

 －29

源
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説 明

一般財源 区 分 金 額

国県支出金 地 方 債 そ の 他



△ 前期高齢者 80 △80

関係事務費

拠 出 金

計 932 △932

（款） △老人保健拠出金 （

（

項） △老人保健拠出金

款）

△ 老人保健事務

△

41 △41

前

費 拠

期

出 金

高齢

計 41 △41

者納

（款） △介護

付

納付金 （項） △介護納

金

付金

（

△ 介護納付

項

金 518,251 △5

）

18,251

△前

計 518

期

,251 △518,2

高

51

 －301－－3

齢

00－

者納付金
（単位 千円）

本 年 度 の 財 源 内 　訳 節

目 本 年 度 前 年 度 比 較 特 定 財 源 説 明

一般財源 区 分 金 額

国県支出金 地 方 債 そ の 他



１　特　別　職
（単位　千円）

期 末 手 当
年間支給率
(月 分)

　人

長 等

議 員

18 9,980 9,980 1,554 11,534 

計 18 9,980 9,980 1,554 11,534 

　人

長 等

議 員

18 10,068 10,068 1,569 11,637 

計 18 10,068 10,068 1,569 11,637 

　人

長 等

議 員

0 △ 88 △ 88 △ 15 △ 103 

計 0 △ 88 △ 88 △ 15 △ 103 

給　与　費　明　細　書

比 較

その他の
特 別 職

その他の
特 別 職

本 年 度

その他の
特 別 職

前 年 度

通 勤 手 当

給 与 費

共 済 費 合 計区　　　分 職 員 数
報 酬 給 料 計

－302－



２　一　般　職

　⑴　総  　括
 

人
(  4)
13 

(  5)
11 

(△1)
2 

　（ 　　）内は、再任用短時間勤務職員及び任期付短時間勤務職員外書き

区 分

本年度

前年度

比　較

本 年 度

前 年 度

比 較

（単位　千円）

給    料 職員手当 計
共　済　費 合　　計 備　考区　　分

給　　　　与　　　　費
職員数

12,476 3,228 9,248 

（単位　千円）

726 11,326 611 7,639 

時間外勤務手当 管 理 職 手 当 期 末 手 当

10,062 

1,264 1,016 111 

500 6,623 

98,377 

47,328 24,623 71,951 13,950 85,901 

51,950 29,249 81,199 17,178 

4,626 4,622 

1,277 

勤 勉 手 当

7,711 

6,434 

住 居 手 当扶 養 手 当

職  員

手当の

内  訳

504 

408 0 

912 324 

324 

通 勤 手 当

596 

130 

－303－



⑵　給料及び職員手当の増減額の明細

区 分 増 減 額

給 料 4,622 昇給に伴う増加分 802 

制度改正に伴う増減分 141 

その他の増減分 3,679 

職 員 手 当 4,626 制度改正に伴う増減分 469 

その他の増減分 4,157 

増 減 事 由 別 内 訳

－304－



（単位　千円）

平均昇給率 1.55％

職員数 13人

経過措置終了に伴う減分 給与制度の総合的見直し（平成27年4月実施）に伴う経過措置の終了

△ 6 　終了時期

給与改定の状況

147 　給料の改定率

　実施時期 平成29年4月

職員数の変動等に係る増減分 職員数の異動状況

11人 2人 13人

12人 △ 1人 11人

△ 1人 3人 2人

給与改定に伴う支給額等の変更

扶 養 手 当 36 　配偶者に係る手当額 （改定後） 6,500円　（改定前）10,000円

　子に係る手当額 （改定後）10,000円　（改定前） 8,000円

実施時期　 平成30年4月

勤 勉 手 当 433 　支給割合 （改定後）年間1.80月分　（改定前）年間1.70月分

実施時期　 平成29年12月

扶 養 手 当 468 職員数の変動、制度改正のはねかえり等に係る増減分

住 居 手 当 324 

通 勤 手 当 130 

時間外勤務手当 1,016 

管 理 職 手 当 111 

期 末 手 当 1,264 

勤 勉 手 当 844 

説 明 備 考

本 年 度

前 年 度

（ そ の 他 ）

平成30年3月31日

（ 計 ）

　前年度
平均0.21%

増 減

給与改定に伴う増分

現  に  在  職 
す る 職 員 数 

－305－



⑶　給料及び職員手当の状況

　ア　職員１人当たり給与

　イ　初任給

円 円 円 円

　ウ　期末手当・勤勉手当

   (    )内は、再任用職員及び任期付短時間勤務職員

2.125 2.275 4.400

有
2.075 2.225 4.300

国 の 制 度
(1.075) (1.225) (2.300)

有

前 年 度
(1.050) (1.200) (2.250)

本 年 度
       月分        月分        月分

有(1.075) (1.225) (2.300)
2.125 2.275 4.400

147,100

区 分
支 給 期 別 支 給 率

支 給 率 計
職制上の段階、
職 務 の 級 等 に
よ る 加 算 措 置

備 考
6　月 12　月

151,500 185,800

区 分 高 校 卒 大 学 卒
国 の 制 度

高 校 卒 大 学 卒

平成29年1月1日現在

区 分 一般行政職

平成30年1月1日現在 平均給与月額 339,377 円

平均給料月額 311,650 円

一般行政職

平均給料月額 292,691 円

平均給与月額 348,734 円

平 均 年 齢 38.10 歳

179,200

平 均 年 齢 41.11 歳

－306－



　エ　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

　オ　その他の手当

扶 養 手 当 同

住 居 手 当 同

通 勤 手 当 同

区 分 国の制度との異同 差 異 の 内 容

定 年 前 早 期
退職特例措置24.586875 33.270750 47.709000 47.709000

(支給率等)
（3%～45%加算）

定 年 前 早 期
退職特例措置25.556250 34.582500 49.590000 49.590000
（2%～20%加算）

     月分

勤続の者 勤続の者 勤続の者

支給率等

     月分      月分      月分

区 分
２０年 ２５年 ３５年

最高限度
その他の加算
措 置 等

国の制度

備　考

－307－



　カ　級別職員数及び標準的な職務内容

級 職員数 構成比

人 ％

( ) ( )

( ) ( )

( ) ( )

1 9.1 

( ) ( )

2 18.2 

( ) ( )

2 18.2 

( ) ( )

3 27.2 

( ) ( )

1 9.1 

( 3) (100.0)

2 18.2 

( 3) (100.0)

11 100.0 

人 ％

( ) ( )

( ) ( )

1 8.3 

( ) ( )

1 8.3 

( ) ( )

2 16.8 

( ) ( )

3 25.0 

( ) ( )

3 25.0 

( ) ( )

1 8.3 

( 3) (100.0)

1 8.3 

( 3) (100.0)

12 100.0 

　（ 　　）内は、再任用短時間勤務職員及び任期付短時間勤務職員外書き

1級 主 事

計

3級 主 任 主 事

2級 主 事

主 査

4級 副 主 査

5級 主 査

4級 副 主 査

平成 30年１月１日現在

8級

7級

5級

8級

6級 課 長 補 佐

6級 課 長 補 佐

一 般 行 政 職

7級 課 長

1級 主 事

計

区 分

平成 29年１月１日現在

3級 主 任 主 事

2級 主 事

標 準 的 な
職 務 内 容

－308－



　キ　昇　　給

（Ａ） 13 人  

（Ｂ） 13 人  

1 人  

10 人  

2 人  

（Ｂ）/（Ａ） 100.0 ％  

（Ａ） 11 人  

（Ｂ） 11 人  

1 人  

8 人  

2 人  

（Ｂ）/（Ａ） 100.0 ％  

一 般 行 政 職

比 率

号給数別

内　　訳

号給数別

内　　訳

５号給

８号給

昇給に係る職員数

区 分

比 率

前

年

度

４号給

５号給

６号給

８号給

職 員 数

昇給に係る職員数

１号給

３号給

２号給

本

年

度

職 員 数

１号給

３号給

４号給

６号給

２号給

－309－



債務負担行為で翌年度以降にわたる

額又は支出額の見込み及び当該年度

事　　　　　項

国民健康保険診療報酬明細書点検業務委
託
　（平成２９年度分）

2,596

限　　　度　　　額

－310－



（単位　千円）

期　　間 金　　額 期　　間 金　　額 国県支出金 地　方　債 そ　の　他

平成30年度 2,596 2,596

ものについての前年度末までの支出

以降の支出予定額等に関する調書

前 年 度 末 ま で の
支 出 （ 見 込 ） 額

当 該 年 度 以 降 の
支 出 予 定 額

左　　の　　財　　源　　内　　訳

特　　定　　財　　源
一般財源

－311－
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